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判例評釈

対し、本件はマンションを買わせるというスケールが大きくなったものであ

り、その分消費者の被害額が多額にのぼる危険性が高い。これまでの判例・学

説に基づくと、デート商法について公序良俗違反を導くのは悪性の強いものに

限られ、デート商法の販売業者に対して不法行為責任を追及する（あるいは消

費者契約法4条の適用が可能ならこれを主張する）ことになりそうである。

もっとも、販売業者の資力如何によっては消費者の救済にはなり得ないので、

デート商法に係るクレジット契約が締結されている場合には割販法上のクーリ

ングオフや不実告知取消を用いて既払い金返還や未払い金支払拒絶をすること

になる（割販法35条の3の10．35条の3の13等)。しかし本件が銀行との金

銭消費貸借契約であり､さらに不動産販売は割販法の適用除外事由である（割

販法35条の3の60第1項6号・第2項6号）ことを考えると、割販法の適用

場面は限定的である。

このため、より被害者救済を考えるのであれば、デート商法の公序良俗違反

性などについて検討をし直すことが求められるであろう。民法改正においては

公序良俗に関する規定の抜本的な改正は見送られたものの'3、消費者契約法の

見直しのために消費者委員会消費者契約法専門調査会が平成27年8月に公表

した『中間取りまとめ』'4においては、不当勧誘の一類型として、「合理的な判

断を行うことができない事情を利用して契約を締結させる類型」を新設するか

否かについての検討がなされている。この類型自体は判断能力を欠く高齢者に

対する救済を主眼においているようであるが、規定の定め方によってはデート

商法への応用可能性もありえる。

また本件は複合契約の事案であるが、これについては債権法改正の基本方針

13債権法改正の基本方針【l.5.02I(2)において、公序良俗について「当事者の困窮、従

属若しくは抑圧状態、または思慮、経験若しくは知識の不足等を利用して、その者の

権利を害し、または不当な利益を取得することを内容とする法律行為は、無効とす
る」旨に改正する提案がなされていた。

14http:"wwW.cao.gojp/consumerfhistory/03/kabusoshiki/othelmeeting5/doc/201508_chuukan.
pdf
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